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インフォー
マルケア

フォーマル
ケア

地域包括ケアシステム 2010年代〜 • 医療介護連携・終末期ケア・認知症ケ
ア

• 重点化（保険給付からの軽度者分離）
• ⽣活⽀援

・ビジネスとしての家事・⽣活⽀援サービ
ス（営利・⾮営利）

• 家族介護問題：独居、⽼⽼介護、 8050、
介護離職、男性介護、ヤングケアラー

親族ケア

社会保障制度

医療保険

⽣活⽀援

包括的なケアのニーズ

セルフケア

市場サービス

住⺠主体の⽣活⽀援、互助

介護保険

• 従事者の確保育成：⼈材不⾜・離職、雇⽤
条件、労働環境整備＋⼈材育成

・ケアの質：「科学的介護」

コミュニティの互助

・⽣活⽀援体制、総合相談体制の整備
（⾃治体事業）

提供体制の政策アジェンダ、問題
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今後に向けた論点：素朴な疑問から

p「住み慣れた地域で⾃分らしい暮らしを続ける」
ことを⽀えるシステムになっているか？

• 誰の、どんなニーズが、どれだけ、どのように満たされている？
• 誰が、どんなニーズが、取り残されている？

pケア・⽀援を担う/に関わる ことを奨励するシス
テムになっているか？

• ケアを担うことは不利・困難を増やすこと？
• 「⼀⽣懸命ケアをしたら損」になっていない？
• ケア・⽀援に関わる場や機会が多様な⼈に開かれている？
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Ø 貧困・格差
Ø 多様性

Ø アウトカム
社会的ケア関連QOL

Øケアの承認と評価

Ø参加の領域横断性、
多様性
就業層、学生は？



参加の領域横断性、多様性

地域包括ケアシステムにおける「地域ベース」が直⾯する課題
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現状：市⺠福祉＝地縁的コミュニティ
• 介護保険制度を通じた「介護の社会化」は，市場での介護サービスの流通

拡⼤に寄与した．他⽅で、家事・⽣活の⽀援に関連する各種活動は、保険
給付対象としての「介護」からは外部化されつつある。商品化された保険
外サービスの流通＋「福祉」としての基盤整備や振興が課題。

• 政府でも市場でもないソーシャルな領域での活動への期待（市⺠福祉）

• 担い⼿に関して，欧⽶の議論では，ボランタリーなアソシエーションを基
本形とするのが主流だが，⽇本では地縁的なコミュニティ組織を含めた枠
組みが提案（澤井2004）． community-based 
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「地域コミュニティ」が直⾯する課題・限界
Ø 福祉⾏政との連携・協働先としての過重負担
Ø 参加者・担い⼿の不⾜（特に若年・壮年）

「専業市⺠（主婦＝＞⾼齢者）」の限界
Ø 運営組織体としての脆弱性

戦略、マーケティング、広報、運営管理業務 etc

↓
今後：社会変動を考慮したステイクホルダーの多様化・増加・強化
u「地域型」ではない⾮営利組織・社会的企業も主要な連携協働先に
u若者層・稼働年齢層が主要な関係者として活躍できる枠組み
u福祉関連団体・組織の運営管理機能を⽀援する枠組み
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社会変動

（親密圏・家族・居住）個⼈化、未婚化、
居所流動化、疑似家族的共同⽣活

（雇⽤）⽇本的経営・企業福祉の弱体化、⼥性就業増加、
雇⽤の流動化；不安定雇⽤、兼業・複業

（地域・コミュニティ・社会関係）
地縁的コミュニティの再⽣？弱体化？、社会的孤⽴
オンライン/バーチャルなコミュニティ、
社会経済格差の拡⼤と社会的分断

（⼈⼝）急速な⾼齢化、昼間⼈⼝を考慮すると？（若者層、稼働層）
（地域間関係）都市と地⽅の格差拡⼤、関係⼈⼝、⼆拠点・多拠点⽣活
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新たなライフスタイルとしての仕事・市⺠⽣活・
プライベートライフ（三⽅良し）
• 核家族の定住者をベースにした「企業⼈」＋「専業市⺠（主

婦・退職者）」とは異なる前提
• 地域コミュニティへの所属に基づく⻑期的（終わりなき？）コ

ミット、とは異なる前提

• 短期居住＋多様なライフスタイルの個⼈（学⽣、就業者含む）
が参加・コミットしやすい枠組み
• 仕事をしていても福祉・地域課題に関われる枠組み

8



「企業社会」側の潜在的ニーズにリーチ
した参加層の拡充
⾮⾦銭的価値を重視した複業活動やライフシフトへのニーズ
「会社の外」（社会）を知る、社会とつながる
別組織・多様な⼈との協働プロジェクトによるスキルアップ

中〜⾼階層に適合的？ （こうした⼈々が地域課題・社会課題に
コミットすることは社会的分断の克服にもつながる可能性？）

不安定就業層の参加モデルは？？（課題）
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企業社会と市⺠社会の融合
Ø 社会的企業（≠貧困ビジネス）

地域の社会的課題・福祉課題の解決を新たなビジネスとして展開

Øプロボノ 職業スキルを活かした福祉活動の直接的/間接的⽀援
東京ホームタウンプロジェクト(間接的⽀援)

nプロジェクト単位・区切りある期間での関与
短期的・プロジェクト単位での地域・社会の課題解決・価値創出活動へ

の参加の枠組みと、マッチングの仕組み
例）認定NPO法⼈サービスグラント（プロボノのプロジェクトチーム編

成による地域福祉団体の活動ニーズに対する⽀援、ライフシフト⽀援）
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（参考）会社と社会との接点
ニッセイ財団 2021年度 ⾼齢社会実践的課題研究助成 （2021.10~2023.9)
「会社⼈」から「社会⼈」へ −シニアプロボノが拓く地域社会−
（森川美絵、伊藤由希⼦、⽚桐恵⼦）
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会社と社会の接点・・・
• 会社の退職に伴う、「社会」との接点の不⾜

コミュニケーションをとる⼈数の減少（内閣府2020年調査）
55歳〜64歳 1⽇に10⼈以上と話す割合 26.4％
65歳〜74歳 1⽇に10⼈以上と話す割合 8.2％

• ⼊社後から始まる「会社⼈」化
勤務先以外での学習や⾃⼰啓発（パーソル総合研究所2019年調査※次⾴）
⽇本は「特に何も⾏っていない」が46.3％で調査14か国中最多

…「会社」の仕事だけで精⼀杯？会社外の活動は難しい？
本⼈の⼈⽣にも、企業の⼈材育成にも、地域社会にもマイナスではないか？
企業の社会的責任とは、従業員が社会的責任を意識すること、ではないか？
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https://rc.persol-group.co.jp/assets/files/news_apac1-3.png

ボランティア活動への参加 4.4％ など、多くの項⽬で14か国中最低
特に何も⾏っていない 46.3％ 何もしていない「社会⼈」が約半数
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プロボノが
参画するプロジェクト

プロボノの意義
本⼈・会社・地域

企業横断的な意識調査を通じた
効果と課題の可視化 14
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